
145,206 千円

5,674 千円

収益的支出 2,002 千円

596 医療保険課

1,904 福祉課

1,000 福祉課

765 子ども課

5,000 子ども課

令和６年６月市議会定例会で成立した2024年度補正予算の概要

　各会計の補正予算の額は、

●一般会計（補正予算第２号）

●国民健康保険特別会計（補正予算第１号）

◎　補正予算の主な内容　（☆は新規事業、補正額の単位は千円、減額は△で表示）

　※「主な内容」欄の 【恋人】 はデジタル田園都市国家構想推進交付金の対象事業です。

　※一般会計分は、第六次総合計画の基本目標別に掲載しています。

　※事業の詳細は、各担当課へお問い合わせください。

１　一般会計

●水道事業会計（補正予算第1号）

担当課

２　みんなで支えあい健やかに暮らせるまち　（健康・福祉）

主　　な　　内　　容 補正額

○福祉医療費給付金事業

　県による福祉医療費給付事業補助金の拡充に伴い、補助金申請のデータ
作成に対応するため、システムを改修します。

〇地域生活支援事業

　須高地域総合支援センターの移転に伴い、移転先で必要な経費を増額しま
す。
　須高地域自立支援協議会負担金について、適切な課税取引とするため、消
費税分を増額し、委託料へ組み替えます。

３　子どもの個性と力がのびのび育つ教育のまち　（子育て・教育）

主　　な　　内　　容 補正額 担当課

〇私立保育所運営助成事業

　マリアこども園が行うこども誰でも通園制度（仮称）の試行的事業実施に対す
る補助金を計上します。

○母子・父子家庭支援事業

　対象者が増えたことから、村石母子、父子家庭特別奨学金給付金を増額し
ます。

○保育所運営委託事業

　県による保育料軽減事業実施に伴い、保育料を保護者から直接徴収してい
る認定こども園が減収となることから、市が減収分を負担します。



165 子ども課

868 学校教育課

1,200 学校教育課

2,000 学校教育課

500 消防本部

17,842 消防本部

1,130 まちづくり課

40 生活環境課

3,300 農林課

3,120 道路河川課

担当課

〇保育所管理事業

　県による保育料軽減事業実施に伴う保育料の再計算に対応するため、シス
テムを改修します。

主　　な　　内　　容 補正額

○不登校児童生徒支援事業

　支援が必要な児童の増加に伴い、支援員の増員及び施設整備を実施しま
す。

○教育奨励事業 

　価格高騰による鉄道運賃及び宿泊料の改定に伴い、中学生平和学習事業
に係る経費を増額します。
　地域とのつながりを大切にした子どもの居場所づくり運営事業に対する負担
金を計上します。

○学校保健事業

　個人からの寄附金（200万円）を活用して、小学校・中学校・支援学校におけ
る適切な換気を実施するため、二酸化炭素濃度計を購入します。

５　安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち　（安心安全・都市基盤整備・環境）

主　　な　　内　　容 補正額 担当課

〇一般管理事務費【常備消防費】

　長野県市町村振興協会の助成金を活用し、消火栓放水器具一式を購入し
ます。

☆小布施分署施設整備事業

　小布施町との受委託協定に基づき、老朽化している小布施分署の建替えに
向け、設計委託料を計上します。

○住宅・建築物耐震改修事業

　今後の見込により、耐震診断業務委託料及び耐震補強工事補助金を増額
します。

○一般管理事務費【環境衛生費】

　し尿処理手数料改定に向けた会議を開催するため、謝礼を計上します。

６　活力と賑わいのある自立したまち　（産業振興）

主　　な　　内　　容 補正額 担当課

○農業振興対策事業

　国と県の補助事業を活用して、高騰するきのこ生産資材費に対する補助金
を計上します。

○県営土地改良事業

　県営湛水防除事業により更新を行っている相之島排水機場の工事費が増
額することに伴い、負担金等を増額します。



△ 2,464 政策推進課

100,000 財政課

2,464 政策推進課

4,600 市民課

5,674 医療保険課

2,002 水道局

補正額 担当課

○地域活性化事業

主　　な　　内　　容

【恋人】
　地域ポイントアプリ導入の取りやめにより、事業費を減額します。

７　市民とともにつくる持続可能なまち　（行政経営）

担当課

○財産管理事業

　インター周辺開発に伴う事業者開発負担金を後年度の元利償還に備えるた
め、減債基金へ積み立てます。

主　　な　　内　　容 補正額

○移住交流・結婚支援事業

【恋人】
　移住支援用のプロモーション映像を作成します。

○市民支援事業

　一般財団法人自治総合センターの助成金を活用し、備品整備を行う区（上
町・小河原町）への補助金を計上します。

補正額 担当課

　マイナンバーカードと保険証の一体化に向け、個人番号の一部を表示した
案内を保険証に同封し交付するため、普通郵便から特定記録郵便に変更す
る必要があることから、郵便料を増額します。
　マイナンバーカードと保険証の一体化に対応するため、システムを改修しま
す。

２　国民健康保険特別会計

主　　な　　内　　容

担当課

【収益的支出】特別損失（災害派遣費用）を計上します。

３　水道事業会計

主　　な　　内　　容 補正額


